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はじめに
本小論で述べる ｢法教育｣とは､1960年代にアメリカ合衆国ではじまった､法の基本的な考え方を
初等 ･中等教育課程において教えるための理念と実践である｡この法教育は､わが国のこれまでの法
についての教育とは全く異なっており､学ぶべき新しい考え方を多く含んでいる｡例えば､1978年に
制定された "Law-I(elatedEducationAetof1978"(P.L.95-561)(｢法教育法｣)は､法教育を ｢法律
専門家でない人々を対象に､法律 (thビ1aw) ･法 (律)形成過程 (thelegalprocess) ･法システム
(thelegalsystem)およびこれF'の基碇にある原理や価値に関する知識､技能を提供するものである_l
Jと定義し､さらに以下のような問題意識を宣言して､(民主主義社会における法的資質をもった市
民を育成する)という観点から､法教育プログラムを研究 ･開発してきたのである｡
･アメリカ合衆国の法制度と司法機関の任務がどのようなものであるかについての理解が広範臣=こ
わたって欠落している｡
･そのような理解は､合衆国の民主主義制度に対する正しい認識と信頼を発展させ､また合衆国の
青少年が聡明で責任ある市民になるよう準備する点で必要不可欠である｡
･そこで法教育プログラムの発達を援助し､促進する構想に連邦政府が関与することが喫緊の課題
であるコ｡
このようにして開発されてきたカリキュラムやプロジェクトは､近年になって日本の社会科教育の
研究者によって分析 ･考察され､日本における法教育カリキュラムの模範の一一･つとして研究されるよ
うになった3｡
今般日本の司法制度改革において提唱されている法教育は､アメリカ合衆国においてこのように展
開されてきた法教育を主に参照しているO筆者は拙稿 r法教育の意義と課題｣4において､法務省に
1centerforCIVICEducaton(江口勇治監訳)rテキストブックわたしたちと法一権威､プライバシー､着任､そして正義J
8貫 (現代人文杜,2004)0
220USC3001(b).
3 法教育についてのカリキュラムの一例としては､橋本康弘 ･野坂佳生編著 T･.汰 .-を教える一身近な題材で基礎基本を授業
するJ (明治図番､2006)､大杉昭英 r法教育実践の指導テキス ト=(明治図書､2006)がある｡
4 拙稲 ｢｢法教育｣の意義と課題一司法制度改革における法教育と道徳教育 ･公民教育との比較一 ｣岡山大学大学院社会文化
科学研究科紀要第22号80貢以下 (2006)｡
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設置された法教育研究会5(以下､｢法教育研究会｣とする)が示した報告書を検討することを通して､
わが国で導入が模索されている法教育の主たる目的が ｢自律的個人の育成｣にあることを明らかにし､
その意義と課題について論じた0本稿では､こうLた理解をふまえて､現在､法教育の1つのモデル ･
ケースと考えられている消費者教育6と､これまで行われてきたいわゆる ｢消費者教育｣との相違点
を浮き彫りにすることで､今後の日本社会における法教育の方向性を展望してみたい｡
本稿における筆者の主張は以下の通りである｡
1.法教育の主眼は､｢自律的個人の育成J､｢生きる力｣の面責である｡
法教育は単に､｢紛争解決マニュアル｣や ｢法に触れないための境界線｣を数えるものではない｡
自分たちの生活環境 ･人間関係を自分たちの力で形成していくことのできる人間を育成すること
が法教育の本来の目的である｡
2.法教育の本来の目的を達成するためには､司法制度改革の流れと教育改革の流れを連動させる
必要がある｡
3.連動させるための具体的な教育内容としては､国と国民との垂直的関係を規律する法である憲
法に加えて､対等な市民同士の法である私法を教えることを通して､私的自治の重要性を理解さ
せる必要がある｡
4.そうした私的自治の理念､あるいは権利意識と責任感覚の双方を身につけた個人という理念を
育むために身近な事例を取り上げる必要があり､消費者間麓はその中で最も重要なもののうちの
一つである｡
第1章 法教育
本章では､現在議論されている法教育の意義と課題について簡潔に要約して､法教育の目的を達成
するためには具体的にどのような内容の法教育がなされるべきであるかを考えてみたい｡
1 法教育の必要性一司法的要請と教育的要請
｢法教育研究会｣の報告書 7は､法教育とは､｢法律専門家でない一般の人々が､法や司法制度､
これらの基礎になっている価値を理解し､法的なものの考え方を身に付けるための教育｣であると定
義している｡今回法教育が提唱されるに至ったのは､次の2つの要請があるからである｡
5 法教育研究会は､2003年 7月29日法務省に設置され､L6回に亘る会議の結果､2004年11月4日 ｢わが国における法教育の
普及 ･発展を目指して一新たな時代の自由かつ公正な社会の担い手をはぐくむために-｣と題する報告書を捷出してその
任を終え､法教育推進協譲会に引き継がれた｡
b法教育研究会 rはじめての法教育-技が国における法教育の普及 ･発展を目指して-J76-97頁 (ぎょうせい､2005).
7 法教育研究会 ･前掲往 (6)0
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第-に､司法的要請であるO｢民法典等の編さんから約百年､日本国憲法の制定から五十余年が経っ
た工 という書き出しで始まる司法制度改革審議会意見書は､ r国のかたち｣を支える司法が､国民
にとって身近なものとなるよう法教育の充実が必要であると論じている｡
わが国のかたちは､周知のように1990年代以降 ｢構造改革｣-行政改革と政治改革-の実施によっ
て､｢事前規制型社会から透明 ･公正なルールに基づく自己責任のもとでの自由競争を前提とした事
後制裁 ･救済型社会- 9｣と移行することが目指されており､これに伴い､法や司法の役割はますま
す高まってゆくと考えられるようになり､司法制度改革も着手された｡特に､｢司法への国民の主体的
参加を得て､司法の国民的基盤をより強固なものとして確立する10｣ことをめざし､2009年5月まで
に裁判月制度が導入､施行されることになったが､これに伴って､将来裁判員となる国民の法的素養
を養うことが重要な課題となったのである｡この裁判月制度の導入は､国民が司法を支えるために能
動的に参加すること､つまり国民一人ひとりが責任を自覚し､主体的に司法に参加することを求めて
いる｡このような司法制度改革が目指す個人の主体性の確立のためには､民主主義社会の一員として
の国民に法的資質が備わっているということが重要となる｡そこで､2003年7月29日法務省に法教育
研究会が設置され､わが国における法教育について議論が行われたのである11｡
第二に､教育的要請である｡2006年12月改正された教育基本法は､2粂 2号で ｢個人の価値を尊重
して､その能力を伸ばし､創造性を培い､自主および自律の精神を養う｣､同条3号で ｢正義と責任､
男女の平等､自他の敬愛と協力を重んずるとともに､公共の精神に基づき､主体的に社会の形成に参
画し､その発展に寄与する態度を養う｣､ 5条2項で ｢義務教育として行われる普通教育は､ - 国
家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養うことを目的として行われる｣と教育の目
標を明示した｡また､6粂2項は ｢教育を受ける者が,学校生活を営む上で必要な規律を重んずる｣
ことを重視すると規定している｡この改正を受けて､学校教育法第21粂 1号で ｢自主､自律及び協同
の精神､規範意識､公正な判断力並びに公共精神に基づき主体的に社会の形成に参画し､その発展に
寄与する態度を養うこと｣が教育目標の一つとして明示された｡これらの教育目標の明示を受け､2008
年 1月17日に示された中央教育審議会 (以下､中教審という)答申は､学習指導要領の改訂に関する
7つの基本的な方向性を提言12している｡その提言の第7である ｢豊かな心や健やかな体の育成のた
めの指導の充実｣について､文部科学省初等中等教育局教育課程課専門官神山弘氏は､｢基本的な生
活習慣を確立させるとともに､社会生活を送る上で人間として持つべき最低限の規範意識を身につけ
8 司法制度改革審議会 r司法制度改革審議会意見香-21世紀の日本を支える司法制度- ｣3頁 (2001)0
9 松尾邦弘 ｢司法制度改革と法教育｣ジュリスト1353号10貫 (20∩8)0
10司法制度改革審議会 ･前掲注 (8)102貫｡
11学習指導要領が改訂される以前から法教育の重要性については､1990年代以降社会科教育学の分野において､江口勇治教
授を中心として研究者 .法曹関係者らによって唱えられていた｡司法制度改革審議会で必要とされた司法教育と先駆者達
が唱えていた法教育が相侯って､法教育研究会で談論されることとなった｡
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させる観点から､道徳教育の改善 ･充実が必要JliJであると指摘している｡これは､学習指導要領改
訂の基本的な考え方の中に､｢規範意識を身につけさせる｣という法教育の担うべき役割が示されて
いると解することができる｡
現在実施されているわが国における法に関する教育は､主に社会科を中心とした教科学習である｡
しかし､現行の学習指導要領では､｢生きる力｣ 14の育成が不十分であるとして､小学校社会科では､
｢･･社会生活を営む上で大切なルールや法及び経済に関する基礎となる内容の充実を図る｣という
中教審答申を踏まえ､｢国会と内閣と裁判所の三権相互の関連､国民の司法参加｣についても扱う学
習指導要領改訂が示された｡このように新たに書き加えられた部分は､｢政治制度や機構に深入りし
ないように配慮する｣となっていた現行学習指導要領の箇所を､｢生きる力｣を育成するためには以
下筆者が (法の観点)と呼ぶ､法的なものの考え方を取り入れる必要があるとして､転換したもので
ある｡
中学校社会科公民的分野では､｢現代社会の理解を一層深めさせるとともに､よりよい社会の形成
に参画する資質や能力を育成するため､文化の役割を理解させる学習､ルールや通貨の役割などを通
して､政治､経済についての見方や考え方の基礎を一層養う学習 - ｣という中教審答申が出された｡
この答申を踏まえ､r現代社会をとらえる見方や考え方の基礎として､対立と合意､効率と公正など
について理解させる｣ことが新たに取り上げられ､｢社会生活における取決めの重要性やそれを守る
ことの意義｣とされていた現行学習指導要領が､｢契約の重要性やそれを守ることの意義｣へと改訂
されている｡この改訂は､｢社会生活における取り決め-lを ｢契約｣-と変更することで (法の観点)
が盛り込まれたものといえる｡
高等学校の公民科では､｢よりよい社会の形成に自ら参画 していく資質や能力を育成するた
め､ ･- 社会的事象に対する客観的で公正な見方や考え方と人間としての生き方についての自覚を
12文部科学省は学習指導要領改訂の基本的な方向性として以下の7つの捷言を示している｡①改正教育基本法等を跨まえた
学習指導要領の改訂､② ｢生きる力｣という理念の共有､③基礎的･基本的な知識 .技能の習得､④思考力･判断力･表現力
等の育成､⑤確かな学力を確立するために必要な時間数の確保､⑥学習意欲の向上や学習習慣の確立､⑦豊かな心や健や
かな体の育成のための指導の充実｡文部科学省ホ ムーページ(http.//www.nextgoJP/a-menu/shotou/new-cs/idea/)ndexh上m)
7つの提言のうち､本文で引用した(彰以外について神山弘氏は次のように解説している｡G)教育基本法で示された教育の
目標や学校教育法上の義務教育の目標等の規定を踏まえて､各教科等の具体的な教育内容の改善について検討を行う｡(参｢生
きる力｣の内容や必要性を社会で共有することが必要であり､そのためには積樋的な情報発信が重要となるo③基礎的 .
基本的な知識 ･技能を確実に修得させるため､社会的な自立等の観点から必要な知識 ･技能を学年間でスパイラルする.)
(む思考力 .判断力 ･表現力等をはぐくtTため､基礎的 ･基本的な知識 ･技能の習得とともに､知識 ･技能を所用する学習
活動を発達段階に応じて充実させるO(9基礎的 ･基本的な知誰 ･技能の習得とともに､活用する学習の充実のため授業時
間数を増加させる｡(む学習意欲の向 ヒや学習習慣の確立のために､基礎的 .基本的な知識 .技能の確実な定着を図り､わ
かる喜びを実感させ､体験的な学習やキャリア教育を通じて学ぶ意義を認識させる｡神山弘 r学習指導要領の改訂に関-i
る中央教育審議会答申について｣ジュリスト1353号15頁 (2008)O
■3神山 ･前掲往 (12)16頁｡
14現行学習指導要領は､｢21世紀を展望した我が国の教育のあり方について｣という1996年7月の中教審答申を踏まえたもの
で､変化の激しい社会を担う子どもたちに必要な力は､基礎 ･基本を確実に身に付け､いかに社会が変化しようと､自ら
課題を見つけ､自ら学び､自ら考え,主体的に判断し､行動し､よりよく問題を解決する資質や能力､自らを律しつつ､
他人とともに協調し､他人を思いやる心や感動する心など豊かな人間性､たくましく生きるための健康や体力などの ｢生
きる力｣であるという理念に立脚している｡
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一層深めることを重視｣するという中教審答申の基本を踏まえることとなった｡この基本を踏まえ､
現代社会については ｢倫理､社会､文化､政治､法､経済にかかわる現代社会の諸課題を取り上げ
て ･- ｣と､政治 ･経済では ｢習得した知識､概念や理論などを活用し､課題を追求させる学習を
一層充実させ - ･･司法の役割の増大なと､に対応して､法や金融などに関する内容の充実を図る｣
と改訂作業が進められているL5｡
このように､司法的要請と教育的要請から法教育が取り組まれるようになったが､学校教育の基礎
として法教育が実施されるためには､(法の観点)が学習指導要領に記載されていなければならない
との考えから､小学校､中学校､高等学校の学習指導要領に､例えば契約という法律用語が明示され
るなどして (法の観点)が取り入れられた｡
2 法教育の目的- ｢自律的個人｣の育成
前項で示した､司法的要請と教育的要請から生まれた法教育が目指すものはどのようなものであっ
たか確認しておきたい｡
｢法教育研究会｣が示した法教育の目標は､3つ挙げることができる｡まず第1に､個人の尊厳や
法の支配などの憲法及び法の基本原理を理解させること,第2に､自律的かつ責任ある主体として､
自由で公正な社会運営に参加するために必要な資質や能力を養うこと､第3に､法が日常生活におい
て身近なものであることを理解させ､日常生活においても十分な法意識を持って行動し､法を主体的
に利用できる力を養うことである16｡つまり､一言でその本質を言えば､｢法教育研究会｣が目指す
法教育は､｢自律的個人｣の育成であるL7｡
こうした目標につき筆者は､｢生きる力｣を身に付けた個人こそが､｢自律的個人｣として育成され
なければならないと考える｡｢生きる力｣とはこの場合､日常生活の中で発生する自らに関わる紛争
に主体的に関わっていくことを意味する｡すなわち､El常生活の中で紛争が発生した場合､不利益を
受動的に甘受するのではなく､有効な対応方法が何であるかを自分白身で考え､また､一人で対応す
ることができない場合には､社会や公的機関に積極的に支援を求めることができること､これが ｢生
きる力｣である｡
このように､司法制度改革における個人の主体性の育成という目標と教育改革における｢生きる力｣
の育成という目標は､｢自律的個人_｣の育成という観点において符合するものであり､二つの改革は
連動させる必要がある.法教育が､裁判員制度という制度改革の成果の一部のみに注目して､これに
15神山 ･前掲往 (12)17頁､田中秀和 ｢新学習指要領における法教育の位置づけ｣法律のひろば61号13頁 (2008)0
L6法教育研究会 ･前掲注 (6)12貫0
17拙稲 ･前掲注 (4)参照｡
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備えるための法的知識の一一方的押し付け (いわゆる ｢司法教育｣)になってしまってはならない18｡
文部科学省が提示した r雀 きる力｣の育成という理念は､自己の人格を磨き豊かな人生を送るうえで
も重要であるとして､新学習指導要領においても､引き続き中心理念として位置付けられている19｡
このように法教育は､｢生きる力｣の理念と ｢自律的個人｣の理念を結びつける教育として考えられ
ねばならない｡すなわち､法教育の目標を達成するためには司法的要請と教育的要請が連動しなくて
ほならないのである｡
3 法教育の内容
ところで､法教育における (法)とは､どのような (法)が念頭におかれているのだろうか｡｢法
教育研究会｣および法教育推進協議会は､法教育における (法)とは何かということを必ずしも明ら
かにはしていないように思われるが､議事錬 ･議論なども参照しながら､｢自律的個人｣の育成を目
指す法教育において中心となるべき法概念について以下で述べてみたい｡
田中成明教授によれば､法には社会統制機能20､活動促進機能21と紛争解決横能22があるとされて
いるが､従来の法に関する教育で扱われていた l法｣は､社会統制機能の側面から一面的に考えられ
てきた｡これまでの教育で抜け落ちていたのは､活動促進機能と紛争解決機能が上手く働いている非
権力的なヨコの関係を軸にした法の教育である｡日常生活が法システムに基づいて巧く作動している
のは､国家が強制的権力を行使する社会統制機能よりも､契約などの法的観念を通した個人間の自主
的な行動規律 ･利害関係を調整する活動促進機能のほうが重要な役割を果たしているときである23O
さらに人々が自律的に日常生活を送り円滑な日常生活を促進するためには､紛争解決機能も必要とな
る｡このように法を機能の側面から考えた場合､国家と個人という垂直的関係を軸にした社会統制機
能を前面に押し出して捉えるのではなく､個人対個人という水平関係を軸にした法の機能を前面にし
て捉えることが大切である｡
公法と私法という対比でみたならば､これまでは､国家と個人の垂直的関係を規律する公法に重点
が置かれてきた｡このような教育は､｢法は国家 (お上)から与えられたもの｣という法についての
観念を前提としていたものであった｡こうした教育は､主に憲法についての教育カリキュラムに見ら
れ､国家からの (への､による)自由といったタテ関係を中心とした内容のみが教科書で論じられて
きた｡しかし､私たち一人ひとりは､自らの生活関係を他者との (明示的 ･黙示的)合意に基づいて
1hこの点について､大杉昭英教授 も ｢教師の中には法教育というものは裁判月制度について勉強したり授業で模擬裁判を行-'
たりすることだと-一面的に考える人も少なくないoJと危快を述べている｡大杉昭英 ｢学校教育から見たい法教育の課題と
展望｣ジュリスト1353号35頁 (2008)a
】9神山 ･前掲注 (ユ2)13頁｡
20田中成明 r法理学講義J74-75頁 (有斐閣､1994).
ZL田中 .前掲注 (20)76-77頁｡
22田中 ･前掲往 (20)77-78頁｡
23田中成明 ｢法学入門j40頁 (有斐閣､2007)O
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共生しながら社会を形成しているが､他者と共生するためには､そのベースとして私法制度とりわけ
民法を知ることが重要となる｡民法は､社会生活の基本的なルールを定めた法で､社会の基本的な組
織法34ともいわれていることから､国家の基本的な組織法である憲法に民法が加わることによって共
生の社会は成17.25すると考えられるo
明治維新以来日本の法に関する学校教育は､公法､特に憲法中心の教育がなされ､その教育もまた､
国民主権や権力分立といった用語を覚えさせるだけのものであった｡この教育体制は､国家主導のも
とで近代化が進み造られてきた｢国のかたち.Jと相侯-)て維持されてきたOしかし近年､急速なグロー
バル化に伴う経済の発展によって､日本の ｢国のかたち｣は大きく変容し､｢構造改革｣という言葉
とともに21世紀に向けて ｢官｣から ｢民｣へ大きく舵を切ることとなった26｡このような社会の改革
からも､公法中心の教育から私法も取り入れたバランスの保たれた法教育の必要性を窺うことができ
る27｡
以上より､｢生きる力｣を身に付けた ｢自律的な個人｣を育成するためには､憲法の個の尊厳とい
う理念と民法の私的自治という概念が符合する必要がある｡つまり､法教育の (法)を､垂直的権力
関係の法 (憲法)に加えて､対等な市民同士の法である私法も含んだものとして考えることが重要で
あるといえる｡国家に対する個の尊厳に加えて､個人と個人における相互尊重も個の尊厳として重要
であることの理解を通じて､憲法と民法が相互にその理念が高めあうことができ､正義 ･公正 .自由 ･
平等 ･権利 ･責任 ･適正手続という法の基本的価値を理解することができる｡
4 法教育研究会が示した教育内容
｢法教育研究会｣は､法教育の目標を達成させるためには､以下の内容を子どもの発達段階に応じ
て学習することが必要であると考えている28｡
1.法は共生のための相互尊重のルールであることを主体的に学習させる
2.個人と個人を規律する私法分野について､身近な問題を題材として学習する
3.憲法及び法の基礎にある基本的な価値や国と個人の関係の基本的なあり方を理解させる
4.司法について認識させると共に､裁判の特質について､実感を持って学ばせる
このように､｢法教育研究会｣が示した教育内容も公法に加えて私法教育の重要性を示している｡
この教育内容は､｢自律的個人｣を育成するという目標を達成するためには､法を以下のような流れ
24ニnn8年 4月16日開催､法教育推進協議会資料､星野英一 †法教育の幾つかの問題｣ 2貫0
25大村政志 ｢とし上かんライオン考一子どもとともに法を考える｣ジュリスト1353号27頁 (2008)0
26松尾邦弘 ｢司法制度改革と法教育｣ジュリスト1353号10頁 (2008)0
27このことは､法教育研究における検討の成果を引き続き協議している法教育推進協議の動きからも推察できる.法教育推
進協議会は､2007年 5月)7日協議の状況を ｢法推進協議会の協議状況について｣と選して ｢経済､政治､倫理的内容を扱
う教育との関係を踏まえた法教育｣にって､｢私法分野における法教育｣についてと､今後の活動の基本的方向を示したo
法教育推進協議会ホームページ (htp′/www.moJ.gO.JP/KANBOU/HOUKYO/kyouglkal/JyOukyoupdl)､佐々木宗啓 ･大
谷太 ｢法務省における法教育推進の現状と展望｣ジュリスト1353号 6頁 (2008)｡
'∠b法教育研究会 ･前掲注 (6)12頁｡
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の中で学ぶ必要があることを示したものであるoつまり､法は国民の自由と権利を保障するための客
観的ルールである29と言われているように､ルールを法教育の入り口とし､法が生まれる必然性を学
ぶことから､法を通じて個人と個人の関係､個人と国家の関係を学び､最後に法によって紛争を解決
することの意義を学ぶというものであるU
例えば､｢法教育研究会｣が挙げている､私法分野におけるモデル ･ケースとしての消費者教育は､
民法の基本原理である私的自治の原則を､契約という法的関係の理解を通して考えさせるものであ
る3日.私法分野で法について学ぶ入り口に契約をおくことは､-~契約制度は､私的自治を実現してい
く上で不可欠な､いわば私的自治を支援する制度である｣といわれている31ことからも最も適した視
点であると思われる｡｢法教育研究会｣が示す消費者教育は､私的自治の原則に基づき成立した契約
を守るということは重要なことであり､十分に考えて意思決定された契約を法は尊重するが､そうで
ない契約は法によって守られることはない32ということを学び､さらに､消費者と事業者という対等
でない関係において紛争が発生した場合の法の存在意義を学ぶという内容になっているOこのように､
｢法教育研究会｣が示した教材は､例えば売買契約や消費者間題などを通して法の機能や法制度の必
要性を考え､自由､責任､正義､公平､適正手続きという法の基本的価値があることを身に付けさせ
るという特色をもっている｡
第2章 消費者教育
前章で確認したとおり､法教育の目標である ｢自律的個人｣の育成を達成するためには､公法と私
法をバランスよく教育する必要がある｡さらに私法分野の教育では､法について自分たちの身近な日
常行為から契約について考えさせることが有意義であった｡それゆえ､消費者教育は､法教育におけ
る私法分野の入り口であり､要となる教育であると言える｡これまでの ｢消費者教育｣は､｢紛争解
決マニュアル｣や ｢法に触れないための境界線｣を教えるものであり表面的なもので､消費者教育の
根樵にある法の理念を教えるものではなかった｡そこで､求められる消費者教育と従来型の ｢消費者
教育｣との相違を確認することで､法教育の必要性を明らかにしたい0
以下､1960年代以降アメリカで唱えられてきた消費者の権利を中心とする消費者教育の理念を紹介
することで (第1節)､わが国の ｢消費者教育｣の現在のあり方が消費者教育の本来の理念をいかに
うらぎったものであるかを明らかにする (第2節)｡その上で､再びアメリカでの実践を参照しながら､
29渡辺洋三 r法というものの考え方J79頁 (日本評論社､1989)0
30法教育研究会 ･前掲注 (6)76頁｡
31山本敬三 ｢現代社会におけるリベラリズムJ:私的自治 (二)一私法関係における意法原理の衝突-｣法学論叢133巻 5号 5
頁 (1993)｡
322007年2月6日開催､第13国法教育推進協議会議事録 7頁 〔沖野発言〕O
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｢自律的個人｣を育成するための消費者教育のあるべき姿を考えてみたい (第3節)0
l 消発着教育
1-1 消費者の権利
消費者とは､人間の多面的な諸活動のうち ｢生活し､生存するための活動 lの側面33と定義するこ
とができる｡全ての人間は生存している限り ｢消費者｣であり､消費者としての側面を離れることは
出来ない｡このような消費者の利益を ｢権利｣として提示し､具体的内容を最初に掲げたのはアメリ
カのケネディ大統領である34｡ケネディ大統領は､1962年 ｢消費者の利益の保護に関する連邦会議-
の特別教書｣において､①安全である権利 (theRlghttobeSafety)､②知らされる権利(theRlghtto
beInformed)､③選ぶ権利(theRighttoChoose)､④意見が反映される権利(theRlghttubヒHeard)の
4つの消費者の権利を掲げた350 1975年には､フォード大統領がこれに ｢消費者教育を受ける権利
(theR.ghtt｡C｡nsumerEducation)｣を加えた36｡
また､消智者連動の国際的連携機関であるC I(ConsumerslnternatlOnal)(1995年まで IOCU :
tnternatlOnalOlganlZat10nConsumerUnion)においても､1979年発展途上国をも含めた世界共通の消
費者の権利として8つの権利と5つの消費者の責任が提唱された｡clは､消費者の権利として､①生
活の基本的ニーズが保障される権利 (theRighttoBasic)､(む安全である権利 (theRlghttobeSafety)､
③知らされる権利(theRlghttobeInformed)､④選ぶ権利(theRighttoChoose)､⑤意見が反映される
権利(theRighHobeHeard),⑥補償を受ける権利(theRighHoRedress)､⑦消費者教育を受ける権
刺 (theRlghttoConsumerEducation)､⑧健全な環境の中で働き生活する権利(theRlghHoHealthy
FJnVlrOnment)の8つを掲げ､さらにこれら8つの消費者の権利を持つ消費者の責任としては､①批
判的意識 (CritlCalAwareness)､②自己主張と行動(ActionandInvolvement)､(参社会的関心(soclal
ResponblblLlry)､(亘)環境への自覚(EcologicalResponslblity)､⑤連帯(Solidarity)の5つがあると示し
ている170
日本の場合､1968年制定された ｢消費者保護基本法｣は､国の施策についての大綱を定めたもので
あるが､プログラム規定であり､消費者に具体的な権利を付与するものではなかった38｡同法の下で
は､消費者は保護の対象にすぎず､消費者教育の推進は消費者保護に関する国の施策の一つでしかな
かっが 9｡しかし､同法が2004年 ｢消費者基本法｣に改正されたことによって､消費者の権利は同法
33鈴木深雪 r消費者政策消費生活論jll頁 (尚学社､2004)C
31今井光映 ･中原秀樹編 r消費者教育論』75頁 (有斐閣､1994)0
35大村敦志 r消費者法J 29貢 (有斐閣､1998)｡鈴木 ･前掲往 (33)21頁｡
36今井 ･中原箱前掲注 (34)78頁｡
37鈴木 ･前掲注 (33)21-22頁｡
38大村 ･前掲注 (35)29頁0
39日本弁護士連合会消費者問題対策委員全編 Tキーワード式消費者法争乱 366頁 (2006､民事法研究会)0
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第 2粂 ユ項において具体的に列挙された.同条から①安全が確保されること､(か自主的かつ合理的な
選択の機会が確保されること､(争必要な情報を提供されること､しか必要な教育の機会が提供されるこ
と､⑤意見が消費者施策に反映されること､⑥適切かつ迅速に被害から救済されること40､が消費者
の権利の内容であると考えられる｡つまり消費者は､保護の対象から権利の主体へと位置づけが転換
され､消費者政策は ｢保護】から ｢自立支援｣へ41と移行されることとなった｡改称 よ､2005年度か
ら2UO9年度までの5年間を対象とLた消費者基本計画で､消費者政策の基本的方向性を定め､この計
画に盛り込まれた内容を強力に推進すると述べている420
消費者が契約を締結する際には､消費者と事業者の間には知識や情報量について格差が存在するが､
この格差是正を国が支援することによって､消費者は事業者と対等な契約主体となる｡契約主体となっ
た消費者は､自らが決定し締結した契約について責任を負わなくてはならなくなった｡このような消
費者の権利について､｢消費者の 『自己決定権』が憲法13条から導かれ43｣ると位置づける議論や､
憲法25条が保障する ｢健康で文化的な最低限度の生活を営む｣権利44と位置づける議論が行われてい
る｡
1-2 消費者教育の意義
そこで､消費者の権利の一つ である消費者教育とはどのような内容のものであるか｡日本消費者教
育学会では､｢消費者教育とは､消費者が商品 ･サービスの購入などを通じて消費生活の目標 ･目的
を達成するために必要な知識や態度を習得し､消費者の権利と役割を自覚しながら､個人として､社
会の構成員として､自己実現する能力を開発する教育45｣と定義している｡消費者教育は､消費者が
各自の価値観や理念を基に､個人的にも社会的にも責任を負える形で意思決定をすることができるよ
うに育成する教育とされている｡つまり､消費者教育は､自立 (律)的な消費者を育成する教育であ
るといえる｡
この ｢自立的な消費者｣とはどのような消費者であるか｡このことについて､宮坂広作教授は次の
ように定義している｡(D自分なりの考え方をもち､合理的･論理的な思考に基づいて消費行動をする､
(参消費行動にあたっての意思決定のために､必要な情報を出来るだけ多く収集し､的確に処理する､
③自己の消費行動の結果が他者にどう影響を与えるか､自然と社会にどんな影響を与えるかを配慮し､
40鈴木 ･前掲往 (33)23頁｡
1L内閣府国民生活局 rハンドブック消費者2007 6頁 (2007)0
12消費者基本計画が目指す消費者政策の基本的方向は①消費者の安全 安心の確保,Gi)消費者の自立のための基盤転借､Gl険
悪な消費者 トラブルへの機動的 ･集中的な対応の3つであるo内閣府国民生活局 ･前掲注 (41)18頁.
43大村 ･前掲注 (35)28頁｡この見解は､民法の規範を国家に対する保護請求権として再構成しようとする談論から導かれ
ている｡山本敬三 ｢現代社会におけるリベラリズムと私的自治 (-)(二)-私法関係における意法原理の衝突-｣法学論
叢L33巻4号､5号 (1993)0
41鈴木 ･前掲注 (33)20頁｡消費者の権利の意法的位置づけについては今後の研究課題としたい｡
-1日本消費者教育学会編 r新消費者教育Q&AI7頁 (中部日本教育文化会､2007)
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意思決定することができる消費者である､と46｡この定義から､消費者教育の目的は､被害防止のみ
ではない､と導くことができるO 従来の ｢消費者教育｣は､消費者を保護の対象として市民生活の経
済的な側面での自立に力点をおいたものであった｡そのため ｢自立した消費者｣を育成するために､
消費者被害に遭わないように情報を教えるといった教育となってしまっていた｡しかし､消費者教育
は､消費者が意思決定する際に自主的 ･自律的に情報を収集し行動することができる消費者を育成す
る教育であるとの視点も重要であると考えるO
筆者は､宮坂広作教授が定義する ｢自立的な消費者｣とは､民法の基本理念である私的自治の原則
を理解し､かつ主権者として法の制定を求めるまさに自律的な個人であるととらえ､消費者教育は､｢自
分達が主体になって､能動的に働きかけて世の中を変えていく47｣､私的空間における自律的市民の
育成を目的とするものでなくてはならないと考える｡消費者教育は､消費者 トラブルの解決方法だけ
を教えるものではなく､契約の背景に私的自治の原則があることを理解させ､自由と責任の意義を考
えさせるものであることが重要である｡
2 従来型の ｢消貴書教育｣及び内閣府の試み
2-1 学校教育における ｢消費者教育｣の現状
現在学校現場で行われている ｢消費者教育｣は､消費者基本法に書かれている基本的な権利を列挙
して､それを皮相的な知識としてのみ与えるものであり､契約を結ぶ際に真に必要とされる実際的な
情報を与え､消費者自らが権利や法について真剣に考えることを促すような教育ではなかったといわ
ざるを得ない｡つまり､従来型の ｢消費者教育｣は､法の形式的 ･理念的側面の教育のみに力点がお
かれ､実質的 ･経験的側面の教育は欠落してしまっているのである｡この欠点を補うために,消費生
活相談員等による啓発活動が行われており､消費者被害の実態などの重要な情報が消費者に提供され
てはいる｡しかし､あくまで啓発活動であり､消費者被害に遭わないためのひとつの知恵が示されて
いるにすぎない｡持続的な学習機会が与えられているとは言い難く､真に経験的 ･実際的な知識の育
成につながるものになってはいない｡
一例として､岡山県下の高等学校で採用されている公民科､｢現代社会｣の教科書の内容を確認し
てみたい｡｢現代社会｣の教科書で､｢消費者教育｣に関する記述を取りまとめると次の表のとおりで
ある｡
46宮坂広作 r消費者教育の現代的課題一原理と実践の諸間愚j4真 (たいせい､1995)0
47植苗竹司 町消費者教育にエールを;14頁 (財団法人消費者教育支援センター､1996).
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大項目 小 項 目 大 文 字 表 記 備考
育国普院Jl 消費者としての私たちと経 増えた消費者問題 消費者問題 契約 .悪質商法に
消費者の権利 消費者の権利 .消費者保護基本法 .消費者基本
済 法 ついて
消費者の権利を守るしくみ PL法 .クーリングオフ制度 .消費者契約法
こんなときど ①マルチ商法でだまされた ②クレジットカー ドを使いすぎた
うする? (参インターネットで高額の請求を受けた
山川 消費者問題と保護｣" 消費者問題 クーリングオフの
消費者保護 消費者保護基本法 .PL法 .クーリングオフ制
出版社 皮 .消費者契約法 .消費生活協同組合 書き方 .消費者問題年表消費者の社会的賓任 消費者教育 .グリーンコンシューマー
柄 経済活動に参加する責任 消費者主権 消費者主権 企業が責任を間わの保護 保護基本法 .PL法 .クーリングオフ制
原書店実数出 皮 れた事件
企業 .政府 .消費者の責任 企業の責任 .政府の責任 .自己責任
■消管者問題 ひろがる消費者問題 クーリングオフ制度 .多重債務 と自己破産 消費者問題年表 .自己破産件数の推
消費者運動 商品テス ト運動 .生活協同組合運動 .産直運動
企業の責任 と消費者行 ケネディ大統領 .4つの権利 .消費者保護基本
版 政 法 .消費者主権 .消費生活センター .PL法 .消費者契約法 移
清水普醍企業と私たち一人ひとりの ぼくはもつと生きたい (薬害エイズ) 消費者問題年表
消費者間題の発生と行 消費者保護基本法 .消費生活セ ンター .PL
責任 政の対応 法 .消費者基本法
新 しい消費者問題 (インターネットトラブル)
企業の社会的責任 メセナ
私たちの責任 グリーン購入
育 消費者の保護と企業 責任 かしこい消費者になろつ キャッシュレス時代 . (苦情が多い問題商法) 問題商法と消費者保護制度企業の社会的責任 と消 消費者主権 .消費者運動 .生活協同組合運動 .
壁 費者行政 企業の社会的責任 .消費者保護基本法 .消貿者
基本法
東京香籍自立した消費者への道 消費者主権 消費者主権 .カー ド社会 .キャッシュレス社会 消費者問題年表 .問蓮商法マーク
消費者間題の発生と消費者運動 消費者団体 .消費者運動 .消費者の4つの権利
行政側の対応1 消費者基本法 .クーリングオフ制度 .PL法 .契約
(帝国書院 r高校生の新現代社会一共に生きる社会を目指して 初訂版｣88-91頁､山川出版社 F新版 現代社会｣
94-95頁､桐原書店 F新現代社会 改訂版J 108-109頁､実教出版 r新版 現代社会j92-93頁､清水書院 r高
等学校現代社会 改訂版188-89頁､三省堂 r現代社会 改訂版J 88-89頁､東京書籍 r現代社会』110-111貢､
より筆者作成)
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7冊の教科書の中で ｢消費者教育｣に一番多くページを割いていた教科書は､帝国書院であった､.
しかし､その帝国書院の教科書でさえ見開き4頁であり､他の教科書は見開き2頁の分量でしか割か
れていないOまた､｢契約｣について記載があったのは､帝国書院の教科書のみである｡しかし､そ
の ｢契約｣については､次のような記載でしかなかった48｡
契約ってなんだろう
私たちは日ごろ､弁当を ｢買う｣､DVDを ｢借りる｣など､たくさんの契約をしていますOモ
ノを買う場合は､｢買います｣という申し込みと､販売会社の ｢売ります｣という泉諸が一致すれ
ば契約が成立します｡必ずしも契約書は必要ではありません｡いったん契約をすると相手に対して
義務を負い､義務を守らないときはペナルティが課せられます｡
このような ｢契約｣についての記載は､民法の基本原理である私的自治の原則にまで深く理解させ
る内容では全くない｡｢契約｣という基本的な法的関係を用語として記載しているのみである｡さらに､
この教科書は､｢こんなときどうする?-賢い消費者になるためには～｣と還して見開き2頁で､lケー
ス1 マルチ商法でだまされた｣､｢ケース2 クレジットカードを使いすぎてしまった.､｢ケトス3
インターネットで高額の請求を受けた｣という3つの消費者被害を紹介している｡しかし､この記載
は､消費者被害に関する特殊事例が記載されているのみで､社会を支える基盤として法が存在するこ
とを理解させるように､問題を分析したり､議論を行ったりして､問題解決する方策をコミュニケー
ションを通じて深く考えることができる内容になっていない｡いわば消費者被害に遭わないための｢事
前防止マニュアル｣､また被害に遭った場合の ｢事後対処マニュアル｣を数える皮相的な内容である1)
このような教育は､消費者を保護の対象とした教育であり､日常生活における民法の意義､すなわち
私的自治の原則に基づいて個々人は自律した個人として共生していることを認識させるにはいたらな
い教育である｡
現行学習指導要領は､この学習項目について ｢現代社会の諸問題を取り上げ課題を設けて､倫理､
社会､文化､政治､経済など様々な観点か｢)- ｣と示している4㌔ I_a)ような (法の観点タが欠け
た ｢消費者教育｣は､現行学習指導要領に く法の観点)について記載がなかった結果であるといえよ
う｡現在改訂作業が進められている新学習指導要領では (法の観点)を重要視する姿勢が打ち出され
ていると解することができ､今後は法教育としての消費者教育が実施されることを期待したいo
48帝国書院 r高校生の新現代社会一共に生きる社会を目指して 初訂版.89頁｡
49文部科学省 r高等学校学習指導要領解説 公民軌 10貢 (実教出版､2005-部補訂)
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2-2 内閣府の試み
平成17年度､内閣府の ｢消費者教育体系化のための調査研究Jの事業を請け負った財団法人消費者
教育支援センターは､自立的な消費者を育成する消費者教育を実現するためには､体系的な消費者教
育が必要であるとする報告書を提出している｡平成18年3月提出された報告書は､消費者教育に関し
て4つの領域を設定し､ライフステージに応じた実践的な教育目標を以下の表で定めている50｡
Tか 商品の安全性等に関する情報を確認し､朝 卜 健康への影響に配慮して商品を選朴 利用でき
安 る
仝 (li)商品による事故 .危害に適切な対応ができる
(争 安全に暮らせる社会を目指し､消費者の安全を確保するために協力して取り組むことができる
契約敬引 (∋ 自己の必要性を満たすために､適切に判断し合理的な選択ができる
(参 家計を適切に管理し､合理的な生活設計やお金の使い方ができる
③ 契約の意味 .内容や契約上の権利と義務を理解し､契約を誠実に履行できる
④ トラブルにあったときに適切な対応ができるとともに､安心して契約 .取引ができる社会を目
指し､協力して必要な取り組みができる
情報 (丑 情報通信を消費生活の向上に役立てることができる(参 個人情報を適切に管理し､自他の権利や利益に配慮して情報通信を適切に活用できる
β) 知的財産に配慮して､他人の創作物などを利用する
仔)商品の購入段階において､商品の環境に関する情報を確認し､環境-の影響に配慮した商品を
*%] 選択できる(至)商品の使用 .廃棄段階において､ものを大切にするとともに､消費生活が環境に及ぼす影響を
認識し､適切な対処ができる
(財団法人消費者教育支援センター ｢消費者教育体系化のための調査研究報告書｣消費者教育の体系シー トー ライフステー
ジに応じた領域別目標-より筆者作成)
このように体系化された消費者教育は､一安全｣｢契約 ･取引｣｢情報｣｢環境｣の各々の分野におけ
る中心的な価値の用語のみ､あるいは結論のみを伝えるだけの教育とならないように注意しなくては
ならない｡その価値に至るまでの過程および背景にある価値､さらにトラブルが発生し法整備がなさ
れていなかった場合は､国に対して法の制定を求め自らの権利を行使する意識を持つことができるよ
うな教育が必要ではないだろうか｡消費者教育は､私的自治の原則である､契約自由の原則､さらに
個人の尊重を認識させ自己決定権の重要性を深く考えることができる内容でなくてはならない｡この
ことから､これら4つの領域が各々連携をとりながら､権利意識と責任感覚を身に付けた消費者を育
成する消費者教育となる必要があると考える｡
50財団法人消費者教育支援センター ｢消焚者教育体系化のための調査研究報告昏 ｣
(http//≠W帆.rOnSunlPrgO.｣P/selSaku/shlng]kdl/コUbuka13/rle/shlryO5.pdr)
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3 アメリカ合衆国の法教育における消費者教育
1960年代から法教育を取り入れているアメリカ合衆国では､法教育としての消費者教育がどのよう
に実施されているか､一例として紹介してみたい｡
法教育の代表的な教科書に StreetLaw lnc.の "SrreビtLaw"があるOこの教科書は､ジョージタウ
ン.ロー .スクールと連携をとってロー .スク-ルのクリニック･コースの教材として用いられてい
るもので､く法の観点)から日常生活を考える機会を与えるものである51｡この教科書の ｢消費者と
借家法｣というユニットでは､以下のように消費者として､契約関係を明確に認識し､自由､責任､
権利､公平という基本的価値を身に付けるという目標を掲げている52｡
消費者法は様々な権利及び責任関係を構築して､買主及び売主両方にとって公平な市場を作って
いる｡このユニットは消費者法の多くの血を扱っており､契約についての学習から始まる｡あなた
は法がどうやって合意 (中には双方の当事者の黙示または書面上の合意によるもの)を守らせるか
を勉強する｡このユニットを通じてあなたは連邦､州及び地方公共団体レベルで通過 ･施行された
特定の法律､そして市場の取引を公平なものにするための法を学ぶだろう｡あなたはこれから連邦
政府の主要な消費者保護部門､連邦取引委員会が頻出することがわかるだろう｡あなたは消費者保
護に関する一一番重要な法律､例えば消費者に保証を提供する法律､詐欺の販売行為から守る法律､
そして不公平な信用販売と代金の取り立てを禁ずる法律を勉強する｡消費者法と借家法で若者が直
面するいちばん重要な二つの取引に焦点を当てて説明する｡
･車を購入することと住む場所を得ること｡
このユニットは､消費者法があなたの役に立つため､次のような基本的な技術を育てることを強
調する:
･商品とサービスについて学びそして問題を回避するために気を付けて買い物すること
･苦情を有効的に申し立てる (有効な苦情の手紙を作成することと第四章の交渉戦略を利用する
こと)
･もし必要であれば､政府及び私人機関 (簡易裁判所を含む)を利用して賠償してもらうことを
確保すること
"streetLow"での消費者教育は､以上のように説明し､(1)契約､(2)担保責任､(3)クレジット､(4)
511970年ワシントンD.Cのジョージタウン大学の.nnovaいvepubLIClawぐ=nlCalprogram-を受講する法学生により開発されたも
ので､｢法と司法制度J､｢刑事法と少年司法｣､｢不法子f為｣｢消費者と借家法｣､｢家族法｣､｢コミュニティにおける権利｣
の6つのUnltと44のChapterからなる.江口勇治編 T世界の法教育J 26-29頁 (現代人文社､2003)0
52Let･P Arbetman& EdwardL.0'Brlen.StreetL帥 ALloursetnPraeいcalLaw,Sl､thEd.t10n. (Nat.onalTextbook
CompanyL999)､PP266｡
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悪質商法､(5)賢い消費者になること､(6)車と消費者､(7)住宅と消費者の7つの章に分けて学習するよ
うに設定されているOこのような消費者教育は､契約から学習をはじめ､合意の形成過程を学び､市
場の取引を公平なものにするために消費者の権利に基づく法の存在を知る｡さらに､不公平な契約が
締結された場合は､国の支援があること､法制度を利用することができるということを学ぶという内
容である｡
例えば､｢契約｣の章では､当事者の合意によって契約が成立することを知識として与え､契約法
は我々の日常生活の様々な面に効力を及ぼすため､消費者として契約をどのように結ぶか､そして契
約はどのように自分自身の権利に影響するのかを知ることは重要であることを説明している｡さらに､
契約要素について説明した後､問題を設定することで,意思の合意によって成立する契約とはどのよ
うな場合があるV)か､コミュニケーションを通じて学生に考えてもらう内容になっているO設定され
ている問題は以下のとおりである｡
以下のそれぞれの状況を読んで､どの場合に契約が成立するかを決めなさい｡その理由を述べな
さい,
a.あるオークションの出品者が ｢このアンティツクソファーはいくらで売ればいいかなJとい
うと､群集の誰かが300ドルと言ったo
b.アダムさんがバジルさんに ｢私の車は500ドルであなたに売る｣と話した｡バジルさんが ｢は
い｡これがお金だ｡この車を持っていく｣と答えた｡
C.ある小さい町の町民は1000ドルを集めて､ある刑事容疑者を捕まえるための懸賞金として提
供する｡ある保安官がこの容疑者を逮捕しこの懸賞金を請求する｡
d.サラさんのお父さんは彼女に18歳になると1000ドルをあげると約束した｡サラさんが18歳の
誕生日の時にお父さんに1000ドルを請求する｡
e.ある長い橋の一端に立つシェリーさんがリンさんに ｢もしあなたが歩いてこの橋を渡るなら
5ドルをあげる｣と言うと､リンさんは何も言わずに歩いて橋を渡り始めた｡
f.リズさんはスポーツカーのために､シャロンさんに100ドルを渡すので4つのホイールを盗
むように頼んだ｡シャロンさんがホイールを盗んで､リズさんに持っていきお金を請求する｡
? ? ?
?? ?
???
このように設定された問題は､fを除きa～eについてすぐに一つの解答が導きだされるものでは
なく､生徒各々が各契約についての具体的な場面をどのように考えるかによって多様な答えが導き出
されるものである｡この教材は､契約が成立することについて様々な場面を思い浮かべながらコミュ
ニケ一ションを通じて深く考えることができる内容といえる｡つまり､身近な日常生活における問題
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から法の基本的価値を考えることができる教材である｡このような "streetLaw"の学習は､憲法や
権利章典の人権条項､法の原理原則の合理性を伝えながら､個人の生き方や私人間の紛争解決の望ま
しいあり方や､日常生活におけるル--ルのあり方を考えることを通じて､より良い日常生活を自ら創
り上げてゆこうとする意図を持った教材であるとの評価53もある｡"StreetLow"の学習は､法の理念
が実際に反映される場面を考えながら理解するという思考過程を重要とする教育であるといえる｡
"streetLaw"では､契約の基礎を考えさせることから､不平等な契約関係において公平な市場が
作られないときは､主権者として権利を行使して法を作りその制度を使うということをも教えている｡.
アメリカ合衆国の法教育における消費者教育は､ヨコ関係における私法上の主体としての権利と､タ
テ関係の主権者としての権利を理解して始めて消費者としての権利が守られるということを教えてい
る点で､今後の日本の法教育にとって参考になると思われる0
第3章 展望一法教育としての消費者教育
1 法教育における消費者教育の位置付け
消費者教育を法教育の私法分野の入り口として行うことは､｢法は身近なものであることを理解さ
せる｣､｢自律的かつ責任ある主体として､自由で公止な社会運営に参加する資質を養う｣という法教
育の目標にも符合するものである｡消費者教育は､｢自律的な消費者｣を育成するもので､消費者が
主権者として自らの権利を積極的に行使することができる意識 ･態度を育成するものである｡前章で
確認したとおり､消費者は､対等な関係を取り結びながら共同社会を形成する市民であると当時に､
国家との関係においては主権者でもある｡消費者は､日常生泊における消費行動を通して､多くの情
報や多様な価値観を持った個人同士がコミュニケーションによって取引活動を行うことで､市場とい
う姥同体を形成しつつ共存しているということを学ぶ｡このような私的空間において自律した消費者
は､自らの価値観に基づく選択による契約を締結することの自由と責任を理解することができるよう
になる｡さらに､その契約において紛争が発生した場合は､自ら紛争解決に向けて努力しなくてほな
らないが､その努力に対しては公からの支援を得ることができることも学ぶこととなる｡このように､
自らの権利意識と責任感覚の双方を身につけた市民は､公的空間においても自律した主権者となると
考えることができる｡
つまり､消費者教育は､個人と個人 (事業者)というヨコ関係における法について考えさせ､権利
意識と責任感覚の双方を身につけた自律した個人という理念を育み､さらに､不公平な市場での契約
については個人と国家というタテ関係における消費者を支援する法を主権者として求め､利用するこ
とを学ばせる教育といえる｡このような消費者教育で育成された ｢自律的な消費者｣は､｢自律的な
53渡部竜也 ･二階堂年恵 ｢法思想の変遷と法学習論の展開に関する原理的考察- ｢公民科法学習｣｢社会科法学習｣｢法関連
教育法学習｣の相克--｣第57tu]日本社会科教育学会自由研究発表資料 (2007.10.7)0
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個人｣の重要な一側面である0
2 求められる法教育
法教育の主眼は ｢自律的な個人｣の育成､｢生きる力｣の滴蓑であった｡つまり､単に ｢紛争解決
マニュアル_｣や ｢法に触れないための境界線｣を数えるものではなく､自分たちの身近な生活環境や
人間関係を自らの力で形成することができる人間を育成するものである｡このような､法教育の本来
の目的を達成するためには､司法制度改革0)流れと教育改革の流れを連動させることが必要である｡
司法制度改革が目標とする個人の主体性を育成することと､教育改革が目標とする ｢生きる力｣を育
成することとが符合することによって､法教育が目標とする｢生きる力｣を身に付けた｢自律的個人-1
が育成される｡
その法教育の具体的な教育内容としては､垂直的関係に関する公法に加えて､対等な市民同士の法
である私法を通じて､私的自治の重要性を理解させることが重要である｡その私的自治の理念､ある
いは権利意識と責任感覚の双方を身につけた個人という理念を育むために最も適した事例として考え
られるものが消費者間題である｡消費者教育は､法を身近なものであると認識させ､自ら考えて行動
することができる自律した消費者を育成することができるO私的自治の原則を背景にした契約をキー
ワードとして行う消費者教育は､様々な考え方や価値観を持ち､多様な生き方を求める人々が､契約
によって経済社会を形成していることを理解させるものになる｡さらに､この契約においてトラブル
が発生した場合は､公的機関に支援を求め主体的に解決に向けて対処する｡また､個人と事業者間と
いう対等でない関係で生じたトラブルに際しては､紛争解決のために法が機能するが､法が存在しな
い場合には､消費者は､法の制定を求める主権者としての役割を果たし､さらにその法を利用すると
いう ｢自律した消費者｣を育成する｡このような教育は､共生の相互尊重のルールとしての法の存在
を確認し､自由 ･責任 ･正義 ･公平 ･適止手続といった法教育が求める基本的価値を体得させるもの
となる｡
消費者教育は､消費者であると同時に生活しやすい社会を自ら形成する社会の成員であることを市
民や学生に理解してもらうものでなくてはならないOそのために消費者は､保護の対象ではなく権利
の主体であることを認識する必要がある｡実際､1968年制定された ｢消費者保護基本法｣が2004年 ｢消
費者基本法_｣へと改正された｡この改正に伴い消費者は保護の対象から権利の主体-と位置づけが転
換され､消費者行政も ｢保護｣から ｢自立支援｣-と変更されている｡しかし､現在実施されている
｢消費者教育｣や啓発活動は､消費者を保護の対象として行われているものが未だ多いため､消費者
自身保護される存在であるという認識が強く､自律的な消費者となるに至っていない現状がある｡｢法
教育研究会｣が示した教材も ｢私法と消費者保護｣という単元で設定されている｡このような単元名
で設定されてしまった場合は､消費者は受動的な保護される存在と観念されてしまう｡消費者教育が､
権利意識と責任感覚の双方を身につけた個人という理念を育む重要な事例となるためには､消費者を
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保護の対象とするのではなく､権利の主体として自律した消費者を育成する教育であることが必要で
ある｡このような教育が法教育の目標でもある ｢生きる力｣を身に付けた ｢自律的個人｣の育成に繋
がる｡そのためには､消費者は権利の主体であるという視点が必要である｡
人が一個人として共同社会において自律して生きていくためには､他者との関係を無視することは
できない｡憲法の基本原理である個人の尊重を実現するためには､他者の尊重も必要であることを認
識することができ､それを市民や学生が考えることができる教育が (法の観点)を持った消費者教育
といえるのではないだろうか｡今求められている lこの国のかたち｣は､多様な考え方や生き方を尊
重しながら､共に協力して生きていくことのできる社会と考えるならば､(法の観点)を持った消費
者教育が法教育として実施されることが必要であると思う｡
今後の課題
法教育は､法務省と文部科学省との連携によって始まったばかりで､現在､法教育推進協議会では､
私法の分野の教育内容について議論が続いている｡法教育が､学校現場で定着し実施されていくため
には､法教育を誰が実施するかという大きな課題がある｡法教育の担い手としてまず考えられるのが
学校現場の教員であるoLかし､現在の学校現場において法教育が実施できる教員は僅かしかいないO
今後､法教育が本格的に実施されていくためには､法教育を行うことができる数月の育成が必要とな
る､そのためには､大学の教育学部と法学部の連携が必要であるO 両学部が連携をとることで､法教
育を行うことができる教員を育成することが可能であると考える｡
また､岡山大学法学部は､平成19年岡山法教育研究会を設立し､法学部､教育学部､学校､更に弁
護士会と連携をとりながら､法教育の必要とされるあり方を模索している｡岡山大学法学部の取組み
として法学部の学生を教育現場に法教育を実施する際の教員のサポート役として派遣する方途が検討
されている｡このような法教育の担い手についての考察は､今後の筆者の研究課題としたい｡動き始
めた法教育が充実した教育になるためには､現場の教員をサポートする大学や法曹三者をはじめとす
る専門家とのネットワークが欠かせないO
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